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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アルミニウム又はアルミニウム合金を含有する金属箔と隔離材を層状に重ねた反応素子
であって、前記隔離材が多孔質または水を吸収するものからなりかつ前記金属箔の間にあ
って金属箔全体を被覆する形態である反応素子と、前記反応素子を収容した容器とを有し
、前記容器内で前記反応素子と水との反応により水素ガスを発生可能であることを特徴と
する水素発生ユニット。
【請求項２】
　前記反応素子が巻回された構造を有する、請求項１に記載の水素発生ユニット。
【請求項３】
　前記反応素子は、複数の前記金属箔と複数の前記隔離材が交互に積層された構造を有す
る、請求項１に記載の水素発生ユニット。
【請求項４】
　前記容器内に、アルミニウムと水との反応を促進させる水和反応促進物質が存在する、
請求項１～３のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
【請求項５】
　前記水和反応促進物質が、無機酸およびその塩、有機酸およびその塩、および、アミン
からなる群から選択される少なくとも1種の化合物を含む、請求項４に記載の水素発生ユ
ニット。
【請求項６】
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　前記無機酸が、硫酸、塩酸、燐酸、スルホン酸又はその誘導体から選択され、前記有機
酸が、蟻酸、安息香酸、シュウ酸、アジピン酸、フタル酸又はこれらの誘導体、クエン酸
、リンゴ酸、酒石酸又はその誘導体から選択され、前記無機酸および有機酸の塩が、ナト
リウム塩、カリウム塩、カルシウム塩から選択され、前記アミンが、モノエタノールアミ
ン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミンから選択される、請求項５に記載の水素
発生ユニット。
【請求項７】
　前記金属箔の表面には拡面処理が施されている、請求項１～６のいずれか１項に記載の
水素発生ユニット。
【請求項８】
　前記拡面処理が化学エッチング処理又は電解エッチング処理である、請求項７記載の水
素発生ユニット。
【請求項９】
　前記金属箔が多数の貫通孔を有する、請求項１～８のいずれか１項に記載の水素発生ユ
ニット。
【請求項１０】
　前記隔離材が水吸着材である、請求項１～９のいずれか１項に記載の水素発生ユニット
。
【請求項１１】
　前記隔離材は、水素結合を有する置換基又は水素結合を有する分子構造をもつ化合物を
含有する、請求項１～１０のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
【請求項１２】
　前記隔離材が、天然セルロース繊維又は化学合成繊維を材料とする紙又はフィルムであ
る、請求項１～１１のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
【請求項１３】
　前記隔離材が、アラミド繊維、アミド繊維、セルロース繊維、ビニロン繊維、ポリオレ
フィン繊維、レーヨン繊維、アセテート繊維から選ばれた少なくとも１種の繊維による不
織布である、請求項１～１１のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
【請求項１４】
　前記隔離材の密度が０．１～０．７ｇ／ｃｍ3である、請求項１～１３のいずれか１項
に記載の水素発生ユニット。
【請求項１５】
　前記容器の構成材料が、アルミニウムもしくはアルミニウムの合金、又は、鉄もしくは
鉄の合金である、請求項１～１４のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
【請求項１６】
　前記容器の内側表面が、樹脂、シリコン化合物および金属酸化物から選択される少なく
とも１種によりコーティングされている、請求項１～１５のいずれか１項に記載の水素発
生ユニット。
【請求項１７】
　前記コーティングの前記樹脂が、ポリオレフィン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリスチレ
ン樹脂、ビニル樹脂、アミド樹脂から選択される少なくとも１種であり、前記金属酸化物
がアルミニウム、亜鉛、チタン、銅および鉄から選択される少なくとも１種である、請求
項１５に記載の水素発生ユニット。
【請求項１８】
　前記容器が、開口部と、前記開口部を封止する封止体を有する、請求項１～１７のいず
れか１項に記載の水素発生ユニット。
【請求項１９】
　前記容器の前記封止体部位が加締めて封止されている、請求項１８に記載の水素発生ユ
ニット。
【請求項２０】
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　前記封止体が、エチレンプロピレン共重合体ゴムもしくはイソプレンイソブチレンゴム
からなる弾性体、又は、ポリテトラフルオロエチレン、シリコーンゴム、合成ゴムもしく
は天然ゴムの弾性体からなる緩衝材を具備したフェノール、ポリテトラフルオロエチレン
、ナイロンおよびポリスチレンの少なくとも１種類からなる樹脂封止体である、請求項１
８又は１９に記載の水素発生ユニット。
【請求項２１】
　前記容器又は前記封止体と前記反応素子の間に固定用の部材を配置して、前記反応素子
を前記容器内に固定する、請求項１～２０のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
【請求項２２】
　前記反応素子に固定用の部材を少なくとも１つ設け、前記封止体でその固定用部材を固
定する、請求項２１に記載の水素発生ユニット。
【請求項２３】
　前記封止体あるいは前記容器に、水を供給するための供給孔と前記容器内で発生した水
素を排出するための排出孔を有する、請求項１～２２のいずれか１項に記載の水素発生ユ
ニット。
【請求項２４】
　前記封止体に設けられた前記排出孔に水不透過性ガス透過材を設けた、請求項２３に記
載の水素発生ユニット。
【請求項２５】
　前記水不透過性ガス透過材が、ポリテトラフルオロエチレン、ポリエチレン、ポリプロ
ピレン、ポリフッ化ビニリデン、ポリアクリロニトリル、ポリアミド、ポリイミドからな
る群から選択される少なくとも１種の物質を含む、請求項２４記載の水素発生ユニット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の説明
　本出願は、２００７年８月２９日に日本国特許庁に出願された特願２００７－２２３１
２９号に基づく優先権を主張する出願であり、その出願の開示内容はここに参照して含め
るものである。
技術分野
　本発明は、燃料電池に供給する水素を効率良く、安全に供給することのできる携帯型水
素発生ユニットに関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話、パソコンなどの小型電化製品の電源としてリチウムイオン二次電池が使用さ
れてきたが、リチウムイオン二次電池は連続使用時間が短い、充電時間が長い、容易に充
電ができないといった問題点を有している。
　この対策として、燃料電池が注目されている。燃料電池は燃料および酸素の供給を行え
ば、充電することが可能である。燃料電池の中でも、作動温度の低い固体高分子型燃料電
池が注目されており各種改良が行われている。固体高分子型燃料電池は、正極活物質とし
て酸素、負極活物質として水素やメタノール、電解質として固体高分子膜を使用している
。
　負極活物質として使用されるメタノールは、メタノールのクロスオーバー現象による電
圧の低下やメタノール自体の有害性および反応生成物（中間生成物として微量のホルムア
ルデヒドを発生する）の有害性といった環境上の問題を有している。一方、負極活物質と
して用いられる水素は、環境上の問題がないクリーンな燃料であるが、常温、常圧で爆発
性があり、安全性の面で問題を有している。
　水素供給装置としては、水を収容するためのタンクあるいは水を供給するためのポンプ
を用いるような大型の水素発生装置や小型電化製品用に用いられ、小型かつ低温で水素が
供給できる小型の水素発生装置が検討されている。



(4) JP 5409367 B2 2014.2.5

10

20

30

40

50

　特開２００２－１６１３２５号公報には、アルミニウム合金と水とを反応させて水素ガ
スを発生させる方法が開示されているが、反応により生じた水酸化アルミニウムの除去が
必要になること、アルミニウム合金を浸漬させるための多量の水が必要になり、水が容器
から漏れる可能性があり、小型化および携帯性の面で不利になるという問題を有している
。
　特開２００４－２６９３２３号公報には、内部空間に第一室と第二室とを有する容器と
、第一室に収容された水蒸気発生源と、第二室に収容された水素化物とを含み、前記容器
が第一室と第二室とを仕切る隔壁と、隔壁に設けられた前記第一室と第二室とを連通する
第一の開口と、第一の開口を覆うように配置された撥水性の第一の多孔体と、前記壁部を
除く前記第二室を囲う面に形成された第二の開口とを含むことを特徴とする水素発生装置
が開示されているが、水蒸気を発生させるための水が容器から漏れる場合があり、携帯性
の面で不利である。また水素化物が粉末になっており、水蒸気との反応が急激であるため
安全性面で問題を有している。
　特開２００５－３１７４４３号公報には、外形が平板状の直方体に形成され、その内部
に純鉄の粉末を収容する容器とこの容器の一側面に設けられた開口部を閉鎖するための蓋
と蓋に設けられ純鉄を反応させるための水又は水蒸気を導入するための導入部と純鉄と水
又は水蒸気を反応させることで発生した水素ガスを導出するための導出部を備える水素発
生セルが開示されているが、純鉄の粉末を水と反応させてしまうと、水素発生反応が急激
に起こり安全性の面で問題がある。また、鉄の粉末と水との反応の際に鉄の粉末が凝集し
て反応が効率的に行われなくなってしまい、水素が充分に供給されないとうという問題が
ある。これは鉄の粉末だけではなく、水の反応する金属が粉末であれば同様の問題が生じ
る。
　特開２００６－２７３６０９号公報には、加熱された状態で水と反応して水素を発生す
るが、常温では実質的に水素を発生しない水素発生物質を容器内に収納した水素発生装置
に、容器外部から容器を加熱する手段を備え、容器に水を供給した状態で、容器を加熱さ
せて水素発生物質と水とを反応させる水素発生装置が開示されているが、水素発生物質に
できた酸化皮膜を取り除くための加熱手段を設ける必要があり、携帯性、安全性の面で問
題がある。
【発明の開示】
【０００３】
　本発明は、上記のような従来技術の問題点を解決することを目的としたもので、その目
的は従来技術のような大型の発生ユニットではなく小型で携帯することができる水素発生
ユニットであり、さらには金属の微粒子と水あるいは水蒸気との反応ではなく、水と金属
箔とを効率的に反応させることにより、要求に応じた水素を発生させることができる水素
発生ユニットを提供することにある。
　上記目的を達成する本発明は、下記にある。
　（１）アルミニウム又はアルミニウム合金を含有する金属箔と隔離材を層状に重ねた反
応素子と、前記反応素子を収容した容器とを有し、前記容器内で前記反応素子と水との反
応により水素ガスを発生可能であることを特徴とする水素発生ユニット。
　（２）前記反応素子が巻回された構造を有する、上記（１）に記載の水素発生ユニット
。
　（３）前記反応素子は、複数の前記金属箔と複数の前記隔離材が交互に積層された構造
を有する、上記（１）に記載の水素発生ユニット。
　（４）前記容器内に、アルミニウムと水との反応を促進させる水和反応促進物質が存在
する、上記（１）～（３）のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
　（５）前記水和反応促進物質が、無機酸およびその塩、有機酸およびその塩、および、
アミンからなる群から選択される少なくとも１種の化合物を含む、上記（４）に記載の水
素発生ユニット。
　（６）前記無機酸が、硫酸、塩酸、燐酸、スルホン酸又はその誘導体から選択され、前
記有機酸が、蟻酸、安息香酸、シュウ酸、アジピン酸、フタル酸又はこれらの誘導体、ク
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エン酸、リンゴ酸、酒石酸又はその誘導体から選択され、前記無機酸および有機酸の塩が
、ナトリウム塩、カリウム塩、カルシウム塩から選択され、前記アミンが、モノエタノー
ルアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミンから選択される、上記（５）に記
載の水素発生ユニット。
　（７）前記金属箔の表面には拡面処理が施されている、上記（１）～（６）のいずれか
１項に記載の水素発生ユニット。
　（８）前記拡面処理が化学エッチング処理又は電解エッチング処理である、上記（７）
記載の水素発生ユニット。
　（９）前記金属箔が多数の貫通孔を有する、上記（１）～（８）のいずれか１項に記載
の水素発生ユニット。
　（１０）前記隔離材が水吸着材である、上記（１）～（９）のいずれか１項に記載の水
素発生ユニット。
　（１１）前記隔離材は、水素結合を有する置換基又は水素結合を有する分子構造をもつ
化合物を含有する、上記（１）～（１０）のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
　（１２）前記隔離材が、天然セルロース繊維又は化学合成繊維を材料とする紙又はフィ
ルムである、上記（１）～（１１）のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
　（１３）前記隔離材が、アラミド繊維、アミド繊維、セルロース繊維、ビニロン繊維、
ポリオレフィン繊維、レーヨン繊維、アセテート繊維から選ばれた少なくとも１種の繊維
による不織布である、上記（１）～（１２）のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
　（１４）前記隔離材の密度が０．１～０．７ｇ／ｃｍ３である、上記（１）～（１３）
のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
　（１５）前記容器の構成材料が、アルミニウムもしくはアルミニウムの合金、又は、鉄
もしくは鉄の合金である、上記（１）～（１４）のいずれか１項に記載の水素発生ユニッ
ト。
　（１６）前記容器の内側表面が、樹脂、シリコン化合物および金属酸化物から選択され
る少なくとも１種によりコーティングされている、上記（１）～（１５）のいずれか１項
に記載の水素発生ユニット。
　（１７）前記コーティングの前記樹脂が、ポリオレフィン樹脂、ポリエステル樹脂、ポ
リスチレン樹脂、ビニル樹脂、アミド樹脂から選択される少なくとも１種であり、前記金
属酸化物がアルミニウム、亜鉛、チタン、銅および鉄から選択される少なくとも１種であ
る、上記（１６）に記載の水素発生ユニット。
　（１８）前記容器が、開口部と、前記開口部封止する封止体とを有する、上記（１）～
（１７）のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
　（１９）前記容器の前記封止体部位が加締めて封止されている、上記（１８）に記載の
水素発生ユニット。
　（２０）前記封止体が、エチレンプロピレン共重合体ゴムもしくはイソプレンイソブチ
レンゴムからなる弾性体、又は、ポリテトラフルオロエチレン、シリコーンゴム、合成ゴ
ムもしくは天然ゴムの弾性体からなる緩衝材を具備したフェノール、ポリテトラフルオロ
エチレン、ナイロンおよびポリスチレンの少なくとも１種類からなる樹脂封止体である、
上記（１８）又は（１９）のいずれか１項に記載の水素発生ユニット。
　（２１）前記容器又は前記封止体と前記反応素子の間に固定用の部材を配置して、前記
反応素子を前記容器内に固定する、上記（１）～（２０）のいずれか１項に記載の水素発
生ユニット。
　（２２）前記反応素子に固定用の部材を少なくとも１つ設け、前記封止体でその固定用
部材を固定する、上記（２１）に記載の水素発生ユニット。
　（２３）前記封止体あるいは前記容器に、水を供給するための供給孔と前記容器内で発
生した水素を排出するための排出孔を有する、上記（１）～（２２）のいずれか１項に記
載の水素発生ユニット。
　（２４）前記封止体に設けられた前記排出孔に水不透過性ガス透過材を設けた、上記（
２３）に記載の水素発生ユニット。
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　（２５）前記水不透過性ガス透過材が、ポリテトラフルオロエチレン、ポリエチレン、
ポリプロピレン、ポリフッ化ビニリデン、ポリアクリロニトリル、ポリアミド、ポリイミ
ドからなる群から選択される少なくとも１種の物質を含む、上記（２４）記載の水素発生
ユニット。
【図面の簡単な説明】
【０００４】
　図１は金属箔と隔離材との巻回体の例を示す。
　図２は金属箔と隔離材との積層体の例を示す。
　図３は本発明の水素発生ユニットの１例の模式図を示す。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００５】
　以下、本発明の水素発生ユニットを詳細に説明する。
　本発明は、アルミニウム又はアルミニウム合金を含有する金属箔と隔離材を層状に重ね
た反応素子と、前記反応素子を収容した容器とを有し、前記容器内で前記反応素子と水と
の反応により水素ガスを発生可能であることを特徴とする水素発生ユニットである。
　この水素発生ユニットによれば、水素ガスを効率的に発生することができ、安全性が高
く、小型で携帯性に優れ、交換が容易な水素発生ユニットを提供することが可能である。
　本発明の水素発生ユニットは、従来のような金属の微粒子と水あるいは水蒸気との反応
ではなく、水とアルミニウム又はアルミニウム合金を含有する金属箔との反応により水素
を発生可能とするものである。金属箔を単に重ねて反応素子とした場合には、金属箔どう
しが直接に接触してしまい、金属箔と水との接触可能な面積が小さくなるため、金属箔と
水との反応効率を高くすることが困難であるという問題が生じる。これに対し、本発明に
よれば、金属箔と金属箔の間に隔離材を有することにより、金属箔どうしが直接に接触し
て水と接触可能な表面積が小さくなることがなく、金属箔と水との反応効率を高くするこ
とができる。隔離材が多孔質あるいは水を吸収する隔離材であると、水が金属箔全体に供
給され、金属箔と水との反応の効率を高くすることができるので、好ましい。また金属箔
と隔離材との積層数を増やせば、金属箔の表面積が増大するので、様々な用途に充分な量
の水素の供給を行うことができる。また、本発明によれば、金属箔を使用することで、金
属微粒子を使用した場合のように、凝集による反応効率が低下するという問題、および水
と金属粒子とが急激に反応して危険であるという問題を解決することができる。その結果
、水素ガスを効率的に発生することが可能で、安全性の高い水素発生ユニットを提供する
ことができる。
　本発明の水素発生ユニットは、新しい未使用の水素発生ユニットに供給部から水を供給
することで、水素ガスを発生させることができるので、安全かつ容易に燃料電池の水素供
給源として利用することができる。例えば、緊急に燃料電池を発電させたい場合に、本発
明の水素発生ユニットに供給部から水を入れ水素ガスを発生させることにより、燃料電池
に水素を供給することができる。
　さらに、使用後の水素発生ユニットは回収して、内部の金属箔を再利用すれば、リサイ
クルすることが可能である。
　本発明の水素発生ユニットで用いる反応素子は、巻回された構造を有するか、複数の金
属箔と複数の隔離材が交互に積層された構造を有することが好ましい。このように構成す
ることにより、反応素子を小型化することが容易になるため、小型で携帯性に優れた水素
発生ユニットを提供することが可能になる。
　本発明の水素発生ユニットで用いる金属箔は、アルミニウム又はアルミニウム合金を含
有する金属箔であることが好ましい。アルミニウム又はアルミニウム合金からなる金属箔
であることが特に好ましい。他の金属による箔も使用することが可能であるが、製造コス
トおよび水との反応性、安全性の面でアルミニウム又はアルミニウム合金であることが好
ましい。アルミニウム合金としては、たとえば、鉄、銅、マンガン、マグネシウム、亜鉛
、ニッケル、チタン、銀又は金などとアルミニウムとの合金をあげることができる。この
中でも、チタン、銅又は鉄とアルミニウムの合金が有用である。
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　ところで、金属箔と水との反応の例としてアルミニウム箔と水との反応の１例を下記に
示す。
　Ａｌ＋３Ｈ２Ｏ→Ａｌ（ＯＨ）３十３／２Ｈ２

　さらに、金属箔の表面は拡面処理あるいは拡面処理（粗面化処理）をされていることが
好ましい。金属箔の表面積を広くすることにより、金属箔と水との反応を促進することが
できる。拡面処理はたとえば化学エッチング処理又は電解エッチング処理のようなエッチ
ング処理で行なうことができる。金属箔の箔面積当たりの比表面積が大きい方が反応速度
、すなわち、水素発生速度が向上する効果がある。また、金属箔を拡面処理し、表面を粗
面にしておく方が、同じ原料金属箔の場合には水素発生量が多いという効果がある。
　特に金属箔が多数の貫通孔を有することが好ましい。金属箔が多数の貫通孔を有すれば
、反応素子の巻回体又は積層体の内部に水が充分に浸透することができるので有利である
。金属箔に多数の貫通孔を形成する方法として、トンネル型のエッチングを行うことがで
きる。ここでトンネル型のエッチングとは、貫通孔が形成されるエッチングをいい、アル
ミニウム箔のエッチング方法として知られている技術である。トンネル型のエッチング箔
であれば、金属箔と水との反応を促進する効果が特に顕著であり、水との反応面積が増加
し水の浸透が重充分に行われるので、充分な量の水素ガスを発生させることができる。金
属箔に多数の貫通孔を形成する方法は、トンネル型のエッチングには限定されない。
　金属箔の厚さは、３０～１００μｍ程度が好ましい。金属箔の寸法は、ユニットの寸法
および要求される水素発生量によって決められる。計算上、３００ミリリットルの水素を
発生させるためには、０．２５グラムのアルミニウムが消費される。携帯用途では、例え
ば、水素発生量が１．５リットル程度であることが望ましい。
　本発明による隔離材は、アルミニウム又はアルミニウム合金の金属箔の間に存在して、
金属箔の表面に水が行き渡ることを可能とするものである。この目的のため、多孔質の隔
離材が好ましい。より好ましい隔離材は、隔離材が水を吸着し、水を金属箔上に満遍なく
行き渡らせ、水と金属箔を効率良く反応させることができるものである。このような隔離
材が金属箔全体を被覆する形態にすることにより、金属箔と水との反応効率を上げること
ができる。
　水を吸着する隔離材としては、水素結合を有する置換基又は分子構造を持つ化合物を含
む材料がある。このような材料としては、たとえば、天然セルロース繊維又は化学合成繊
維を材料とする紙又はフィルムなどを挙げることができる。
　さらに隔離材として、アラミド繊維、アミド繊維（ナイロン繊維）、セルロース繊維、
ビニロン繊維、ポリオレフィン繊維、レーヨン繊維、アセテート繊維による不織布を挙げ
ることができる。不織布と紙を比較すると、不織布は隙間がより多いため水をより多く含
むことができるので、不織布の方が好ましい。
　隔離材の密度は、０．１～０．７ｇ／ｃｍ３が好ましい。このように構成することで、
隔離材の空隙に充分な水が存在することになり、アルミニウムと水との反応を効率よくか
つ長時間にわたって維持することが可能になる。この観点からすれば、０．１～０．５ｇ
／ｃｍ３であることがさらに好ましい。
　容器の構成材料は、アルミニウムもしくはアルミニウムの合金、又は、鉄もしくは鉄の
合金が好ましい。特にアルミニウム又はアルミニウムの合金は、加工性がよく、かつユニ
ットを軽量化できるので好ましい。
　容器の形状は、円筒状、角柱状、箱状など任意の形状とすることができる。容器の寸法
は、反応素子を収容し、水を収容することができればよく、望ましい水素発生量と取り扱
い性等を考慮して選択される。
　本発明の水素発生ユニットでは、金属箔と反応する水は、そのままでも充分に反応する
が、アルミニウム又はアルミニウム合金箔と水との反応を促進させる水和反応促進物質が
存在することで、さらに反応を促進させることができ、実用上非常に好ましい。
　水和反応促進物質としては、アルミニウム又はアルミニウム合金箔と水との反応を促進
させるものであれば、限定されない。酸及び塩基のいずれも、水和反応を促進するので、
水和反応促進物質として使用できる。酸としては無機酸や有機酸のいずれでもよく、それ
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らの塩も水に溶解して酸あるいは塩基として作用するので、使用できる。有機酸は、カル
ボン酸又はその誘導体、オキシカルボン酸又はその誘導体であれば限定されない。塩基と
しては取扱いが容易であるなどの理由からアミンが好ましい。
　腐食性などを考慮すると、硫酸、塩酸、燐酸、スルホン酸又はその誘導体から選択され
る無機酸、蟻酸、安息香酸、シュウ酸、アジピン酸、フタル酸等のカルボン酸又はその誘
導体、クエン酸、リンゴ酸、酒石酸等のオキシカルボン酸又はその誘導体から選択される
有機酸、ナトリウム塩、カリウム塩及びカルシウム塩から選択される上記の無機酸および
有機酸の塩、および、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン及びトリエタノールア
ミンから選択されるアミンが、好ましい水和反応促進物質である。
　これらの水和反応促進物質が容器の中に予め存在していることが好ましい。このような
構成とすることにより、供給部から水を供給すれば、水和反応促進物質が水に溶けてアル
ミニウム又はアルミニウム合金と反応することとなる。その結果、金属箔の表面に水酸化
アルミニウム皮膜が形成されても、水素反応が進まなくなることがなくなるため、水素ガ
スを効率的に発生することが可能となる。容器の中に予め存在させる水和反応促進物質は
、固形粉末状であることが好ましい。このように構成することにより、水素発生ユニット
を使用する前に、アルミニウム又はアルミニウム合金と水和反応促進物質とが反応してし
まうことによる悪影響を抑制することが可能となるため、品質の劣化がない状態で長期間
にわたって保管することが可能となる。
　水和反応促進物質は、予め容器内に存在させておくほか、供給部から供給される水の中
に含有させておいても良い。
　水和反応促進物質を含む水を、本発明の水素発生ユニットの専用供給水とすることがで
きる。
　容器内に水和反応促進物質を存在させる形態は、たとえば、隔離材中に分散させておく
ほか、容器の底などに散布しておいたり、容器への水の供給口やその付近に工夫をして局
所的に存在させたりしてもよく、あるいはこれらを組み合わせてもよい。
　本発明の水素発生ユニットは、典型的には、保存時には容器内に水を含まず、使用時に
容器内に水を供給することで、水素発生反応を開始させるものであるが、また、容器内に
水を金属箔と隔離して収容しておき、使用時に、その水を金属箔と接触させて水素を発生
させる形態も可能である。
　容器内におけるアルミニウム又はアルミニウム合金を含む金属箔の量と、供給する水の
量との関係は、アルミニウム１モルと水３モルが反応するが、この理論的な反応の量に限
定されない。実用性の観点から、質量比で、アルミニウム：水の比１：１程度が基準であ
り、１：１００から１００：１の範囲が好ましく、より好ましくは１：１０から１０：１
の範囲である。この質量比に基づいて、金属箔の質量と、隔離材の体積と、望ましい水の
質量から、容器内の水収容のための体積（余白空間）の体積を計算すればよい。容器には
、初期の量の水を充填した後、余白の空間が残るようにした方がよい。
　容器の内側表面は、特に容器が金属製の場合、コーティングされていることが好ましい
。容器と水の反応を防ぐためである。コーティングの材質としては、例えば、樹脂、シリ
コン化合物および金属酸化物が用いられる。具体的には、樹脂としてはポリエチレン、ポ
リプロピレンなどのポリオレフィン樹脂、ポリエチレンテレフタレート、ポリビニルアセ
テート、ポリメタクリリ酸メチルなどのポリエステル樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリビニ
ルアルコールなどのビニル樹脂、アミド樹脂などの耐薬品性のある樹脂、金属酸化物とし
てはアルミニウム、亜鉛、チタン、銅および鉄などの酸化物が好ましい。
　容器は、容器本体が開口部を有し、その開口部を封止体で封止する構造のものが好まし
い。封止体は、気密性を保つために、弾性体、又は弾性体等からなる緩衝材を具備した樹
脂封止体であることが好ましい。具体的には、例えば、封止体は、エチレンプロピレン共
重合体ゴム又はイソプレンイソブチレンゴムのような弾性体、又はポリテトラフルオロエ
チレン、シリコーンゴム、合成ゴム、天然ゴム等の弾性体等からなる緩衝材を具備したフ
ェノール又はポリテトラフルオロエチレン又はナイロン、ポリスチレンの少なくとも１種
類からなる樹脂封止体であってよい。アルミ缶、スチール缶のように金属蓋で封止しても
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よい。
　容器に反応素子を封止した後、容器の封止体部位を加締めることもできる。
　容器と反応素子の間は固定用部材を用いて固定することが好ましい。例えば、容器内に
は、反応素子に固定用の部材を少なくとも１つ設け、封止体でその固定用部材を固定する
と、容器内で反応素子が安定し好ましい。
　容器又は封止体には、典型的には、水を供給するための供給孔および発生した水素を排
出するための排出孔を設ける。水の供給孔と水素の排出孔は、同じ１個の孔でもよいが、
別々が好ましい。水の供給孔と水素の排出孔の数や形態は、ユニットやその使用形態に応
じて適宜に決めればよい。水の供給孔と水素の排出孔は、栓や蓋で封止できるものがよい
。
　封止体に設けられた排出孔に水不透過性ガス透過材（単にガス透過材ともいう。）を設
けてもよい。水不透過性ガス透過材とは、水は透過しないが、ガスを透過する部材をいう
。水不透過性ガス透過材を設けると、容器内に水を供給した後、水素取出用の排出孔から
液体（水）が漏れることを防止できる利点がある。水不透過性ガス透過材としては、例え
ば、ポリテトラフルオロエチレン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリフッ化ビニリデ
ン、ポリアクリロニトリル、ポリアミド、ポリイミドを含むことができる。水不透過性ガ
ス透過材は、たとえば、排出孔を単純に塞ぐ膜状でもよいし、排出孔に袋状に取付けても
よい。
　水素発生ユニットに水を供給すると水素ガスが発生し、発生した水素ガスは排出孔から
排出される。排出孔から出す水素を、燃料電池などの用途に利用する形態は、排出孔を直
接に燃料電池などに接続してもよいし、適当なパイプ又はチューブを介するなど、任意で
ある。
　図１～３に本発明の水素発生ユニットの例を図面を用いて説明する。
　図１において、アルミニウム又はアルミニウム合金の金属箔１と隔離材２を重ねて巻回
することにより、金属箔１の間に隔離材２を介して構成した円筒状の反応素子４を示す。
金属箔１は貫通孔を有するものが好ましい。反応素子は、図２の如く、金属箔１と隔離材
３が交互に積層された構造としてもよいが、以下では円筒状の反応素子４に基づいて説明
する。
　図３に示すように、反応素子４を、円筒状容器５の内部に収容し、容器５の開口部を封
止体６で封止する。この例では封止体６に水の供給孔７と、水素ガスを排出する排出孔８
を設けている。反応素子４は固定用部材９を用いて封止体６に固定している。固定用部材
９は必須ではなく、また１個でもよい。水の供給孔７及び排出孔８には、それぞれ栓７’
、８’がある（図３では栓８’は示していない）。容器５内の排出孔８には、膜状のガス
透過材１１で覆うとか、袋状のガス透過材（図示せず）を取付けてもよい。
　水供給孔７の栓７’を開けて、容器５内に水１０を所定の量だけ供給し、栓７’を基に
戻す。図３では、栓８’は容器５内に水１０を供給する際に既に取り除いた状態である。
容器５内に供給された水１０は、反応素子４の金属箔１の間の不織布や紙からなる隔離材
２に吸収され、金属箔１に表面においてアルミニウム又はアルミニウム合金と反応して、
水素が発生する。発生した水素１２は、排出孔８を介して外部に排出される。水素透過材
１１は、気体を透過するが液体を透過しない材質からなり、液漏れを防止する目的で設け
ている。水素透過材１１は本発明の水素発生ユニットに必須ではない。
　このような水素発生ユニットにおいて、水の供給孔７及び排出孔８は、図３のように封
止体６に設けるのではなく、容器５に設けてもよい。容器５に水の供給孔７及び排出孔８
を設ける場合、取り付け位置は任意である。ただし、水素発生時には原則として排出孔８
が容器の上方に位置するように向けて使用する。
　容器には、内部圧力が所定値以上に異常に上昇した場合にガスを逃がすための安全弁（
図示せず）を設けることが好ましい。
　本発明の水素発生ユニットは複数連結させることにより、水素発生量をさらに増加させ
ることが可能である。
【実施例】
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【０００６】
　以下の実施例１～１１は本発明の好ましい態様を示すが、対照例１～３も本発明の範囲
内であり、本発明の実施例である。
実施例１
　貫通型トンネルエッチングをしたアルミニウム製の金属箔（厚さ１００μｍ、幅１６ｍ
ｍ、長さ１８０ｍｍ）を２枚用意し、それぞれに引き出し端子を取り付けた後、金属箔間
にレーヨン繊維の不織布を介在させて巻回し、反応素子を形成した。
　この反応素子をアルミニウム製円筒型のケース（内径１２．５ｍｍ、高さ２６ｍｍ）に
入れ、ケースの開口部をゴム弁を有する封ロゴム（ＥＰＴ）で封止した後ケースを加締め
て密封して水素発生ユニットを作製した。
　水素量測定方法：
　水素発生ユニット２１の封ロゴム上にあるゴム弁に穴を開け、シリンジを用いてクエン
酸ナトリウムが２０重量％含まれた水溶液を７００ｍｇ注入した。水素発生ユニット１個
をＮ字型のガラス管をゴム栓に付けたガラス容器に入れ、メスシリンダー中で水上置換す
ることによって発生した水素量を測定した。
　水素発生時間と各時間ごとの発生量および２４時間後の発生量を測定した。
実施例２～６
　実施例１に準じて水素発生量を測定したが、水素発生ユニットに注入する水溶液を表－
１に示すように変更した。
対照例１
　実施例１に準じて水素発生量を測定したが、水素発生ユニットに純水を注入した。ただ
し、純水を使用する対照例も本発明の範囲内であり、その意味では実施例である。
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【表－１】

　表－１は、水素ユニットに含む水溶液の種類による水素発生時間と２４時間後の水素発
生量（対照例は２４時間で発生しなかったので１９２時間後の水素発生量）を示している
。
　表－１から、純水のみの場合に比べて電解質を含んだ水溶液は水素発生時間が早くなる
ことがわかった。
　電解質の種類による差を見てみると、酸（実施例５）やアミン（実施例６）やアンモニ
ウム塩（実施例７）に比べてナトリウム塩を用いたものの水素発生時間が早く２４時間後
の水素発生量も１００（ｍｌ）以上となった。
　２種類の電解質を組合わせた場合（実施例８）でも、対照例１に比べて水素発生開始時
間が早い結果となった。
　また、純水のみの場合でも発生時間は遅いが、１９２時間後には水素を発生することが
わかった。
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【表－２】

実施例９～１１
　実施例１に準じて水素発生量を測定したが、電解質の量を表－２のように変更した。
　表－２からわかるように、電解質量が１０重量％の実施例９は水素発生開始時間が他の
実施例１，１０，１１に比べて遅かったが、２４時間後の水素発生量は他の実施例に比べ
て変らなかった。
　クエン酸ナトリウム塩の濃度としては２０重量％～３０重量％が、水素発生開始時間お
よび水素発生量の面で最も良い結果となった。
　どの濃度でも対照例１よりも水素発生時間は早く、水素発生量が多い結果となり、電解
質を加えることによって反応が促進されることがわかった。

【表－３】

実施例１２、対照例２
　実施例１に準じて水素発生時間と水素発生量を測定したが、セパレータをセルロース繊
維紙に変更した。
　表－３からわかるように、セルロース紙は不織布に比べて水素発生時間が遅くなったが
、２４時間後（対照例１，２は１９２時間後）の水素発生量は大きな違いは見られなかっ
た。
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　これにより、セパレータの種類で水素発生時間に差が見られることがわかり、レーヨン
繊維の不織布は早期に水素発生させることがわかった。
【表－４】

実施例１３、１４　対照例３
　実施例１に準じて水素発生時間と水素発生量を測定したが、金属箔を表－４に示すよう
に変更した。表－４における金属箔は下記のものである。
　プレーン…プレーン箔（エッチングしていないアルミニウム箔）
　低圧…低圧コンデンサ用交流エッチング箔
　高圧…高圧コンデンサ用エッチング箔（トンネルエッチングだがアルミニウムの芯が残
っている。）
　トンネル…高圧コンデンサ用トンネルエッチング貫通型箔
　表－４からわかるように、エッチング処理を施していないプレーン箔を用いた対照例３
は水素発生開始時間が遅く、２４時間後の発生量もエッチング処理を行った実施例１，１
３，１４に比べて少なかった。
　これは金属箔をエッチング処理することにより、金属箔の表面績が増加して水溶液との
反応がより広い範囲で行われたことによると考える。
　エッチング箔の種類による水素発生開始時間および水素発生量に大きな差は見られなか
ったが、高圧コンデンサ用エッチング箔（実施例１４）よりも低圧コンデンサ用エッチン
グ箔（実施例１３）やトンネルエッチング貫通型の箔（実施例１）の方が水素発生開始時
間が早く、２４時間後の発生量も多くなった。
【産業上の利用可能性】
【０００７】
　本発明の装置は、水と金属箔との反応により所望の水素ガスを安全に発生させることが
でき、小型、安全で携帯することができ、容易に水素供給を行うことができ、さらに安価
および高いリサイクル性を有しており環境に優しい水素発生ユニットである。したがって
、携帯用の燃料電池の原料等として、産業上の利用可能性は明らかである。
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